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３．１．２ プレート構造・変形過程と地震発生過程の解明 

３．１．２．１ 構造探査とモデリングに基づくプレート構造・変形過程と地震発生過程

の解明 

 

（1）業務の内容 

（a）業務の目的 

地下構造探査・変動地形調査と、現実的なレオロジーモデルに基づく粘弾性数値モデル化

によって、プレート構造・長期間から短期間での変形過程と地震発生過程を解明する。  

 

（b）平成 28 年度業務目的  

首都圏地震観測網（MeSO-net）で得られた自然地震の後続波を用いて、首都圏下のプレー

ト境界面などのマッピングを行い、構造モデルを更新する。本プロジェクトで得られた資

料を総括し、首都圏下の断層モデルを更新する。地殻変動解析や構成岩石モデル（b2）等

より得られた現実的な粘性構造を三次元有限要素モデルに取り込み、今後数十年間の断層

面上でのクーロン応力変化を求める。  
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（2）平成 28 年度の成果  

（a）業務の要約 

1) 首都圏地震観測網（MeSO-net）で得られた自然地震の後続波を用いて、首都圏下のプ

レート境界面などのマッピングを行い、構造モデルを更新した。  

2) 首都圏の伏在活断層を制御震源探査に基づいて調査するとともに、活断層等の活構造

の調査を行い、首都圏の三次元的な震源断層の総合モデルを構築した。  

3) 地殻変動解析や構成岩石モデル（b2）等より得られた現実的な粘性構造を三次元有限要

素モデルに取り込み、今後数十年間の断層面上でのクーロン応力変化を求めた。  

 

（b）業務の成果 

1) 自然地震の後続波による首都圏下のプレート境界面のマッピング  

 近地地震の地震波は周辺の地殻・マントルを通って伝搬する。これらの地震波は、地殻

－プレート構造との作用で反射波・屈折波・変換波などの二次的な P 波や S 波を生み出す。

したがって、地震波の後続波の解析により、地下の構造を解釈することが可能になる。本

研究では関東地域のユーラシアプレートの下に沈み込むフィリピンプレート（PHS）や太
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平洋プレート（PAC）上面の構造を捉えるために、地震波形データを検討した。MeSO-net

の観測データの短期間の近地地震カタログを作成し、観測データから共通地震イベントギ

ャザーを作り出した。二次的なフェイズを、関東地方においてフィリピン海プレート上面

および太平洋プレート上面からの反射波と解釈した。後続波の解釈のために、関東の三次

元モデルを用いた波動伝搬計算を参考とした。 

 

a) 地震の反射波の経路の形状と走時式 

i) 地震の反射経路の形状  

 一般的な反射法地震探査理論は、地表での震源を地表の受振器で観測することを前提と

している。反射経路は、震源から中間反射点を経て受振点に達し、対称的な形状を示す

（Snell の法則）。  

 地下に位置する地震の震源がより深い反射面で反射する場合、Snell の法則に基づいて反

射波の対称性は成立するが、下方に向かう経路は上方に向かう経路よりも短い。図 1（P.68）

は地震による反射経路を示す。  

 反射点は、震央と観測点の中間点ではない。反射点は震央により近づく。これは、孔井

に垂直にレシーバを配置し地表で発震して地下構造を探査する垂直地震断面法（vertical 

seismic profiling: VSP）に類似している。石油産業では、垂直地震断面法データとして取得

された波形データから共通深度点重合を作成するために VSP-CDP 法として知られる解析

方法がある 1) 。 自然地震反射は、VSP-CDP として知られる方法とは、発震点と受振点を

反転させた関係にある。このため、基本的には VSP-CDP 法が、自然地震反射に対して有

効な解析方法になる。  

 

ii) 自然地震の反射走時方程式と曲線  

 反射面の深さが既知である時、地震と受振点の往復経路と往復走時は、計算することが

可能である。  

 震央からの距離 xe での自然地震の往復反射経路 P は、 

𝑃𝑟𝑒𝑓𝑙 = √(2𝑧𝑏 − 𝑧𝑒)2 + 𝑥𝑒2 

対応する到達時間は: 

𝑡𝑟𝑒𝑓𝑙 =
1

𝑣0
√(2𝑧𝑏 − 𝑧𝑒)2 + 𝑥𝑒2 

となる。ここで𝑧𝑒は、震源の深さ、𝑧𝑏は反射点の深さ、𝑥𝑒は震央と観測点の距離、𝑣0は層の

速度である。これらの式は下方に向かう経路が、上方に向かう経路より長いことを考慮し

ている。  

 反射面の深さ𝑧𝑏 が未知だが、オフセット距離  𝑥𝑒 での往復走時𝑡𝑟𝑒𝑓𝑙が既知である時、ゼ

ロオフセットで反射面までの垂直往復走時は以下のように表される。  

𝑡𝑏_𝑣𝑒𝑟𝑡2𝑤𝑎𝑦 = √𝑡𝑟𝑒𝑓𝑙
2 −

𝑥𝑒2

𝑣02
+
𝑧𝑒
𝑣0

 

この式は、地震波形データを共通反射点重合法のためのデータとして変換する際に使用で

きる。  
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 自然地震による反射は、地表の震源-受振点での場合に似た双曲線状の走時を示す。例え

ば、図 2（P.68）は、自然地震の Pg 波（地殻上部を通過する P 波） と 20 km から 100 km

までの異なる深さの反射面から得られる P 波反射波の走時を示している。曲率は速度に対

して敏感である。図 2（P.68）の 8 km/s という速度は、上部マントルに相当する速度であ

る。垂直入射での走時（震央からの水平距離がゼロ）は、真下の震源から反射面までの直

達する時間と、反射面から地表までの到達時間の和となる。任意のオフセットでは、Pg 波

と反射波到達時間の差(Pg - trefl)を利用して、反射面の深さを推定することが可能である。  

 

b) MeSO-net で観測された地震のカタログ 

 MeSO-net は、関東平野の 300 地点に配置された観測点網である。図 3（P.69）は観測点

配置図であり、約半数の観測点が 5 つの測線上に配置されている("F-K", "I-C", "Y-N", "T-F", 

and "DD")。ここでは、測線上に配置されたデータで、観測された 2011 年 9 月 4 日から 15

日までの、12 日間の連続観測記録を用いた。  

 12 日間の地震カタログは、波形データを元に Ross and Ben-Zion (2014a,b)2,3)の自動検知

システムを用いて作成した。具体的には以下のようなプロセスで求めた。（a）地震か否か

に関わらず波形の垂直成分を P 波初動として記録する。（b）水平成分の波形を用いて、独

立に S 波初動として記録する。26,000 以上の P 波、S 波初動が得られた。（c）共通の地震

として認識（地震イベントの検出）するために、P と S 波の初動を組み合わせ、震源の位

置と地震発生時刻を求めた。ここでは、Antelope 地震データシステムを使用した。

(d)Hypoinverse-2000 4)を用いて震源の再決定を行った。  

 これらの結果、470 個の地震イベントを検出した。図 3（P.69）は 12 日間の地震カタロ

グによる地震の分布を示した。ほとんどの地震は浅い。多くの地震は、東北地方太平洋沖

地震の余震が発生した茨城県沖のものである。MeSO-net 下で深い地震としては、フィリピ

ン海プレート内もしくは太平洋プレートの上面付近で発生したものがある。  

 地震カタログにもとづいて地震波形を抽出し、解析した。対応する地震の三成分波形デ

ータを MeSO-net の全ての観測点について収集した。地震波形には、1-15 Hz のバンドパス

フィルター、10 秒の時間幅で AGC を適応した。水平成分については、震央と観測点位置

に基づいて震源－受振点距離ではなく、放射－横断方向によってプロットした。  

 MeSO-net の地震波形から構造による二次的な波形を解釈するために、波形合成のモデリ

ングが重要なツールとなる。ここでは、MeSO-net データをもとにトモグラフィ解析によっ

て明らかにされた関東下の速度構造による三次元有限差分モデルを使用した。図 3（P.69）

の四角形で表示した領域が、このモデルにより解析した範囲である。図 4（P.69）は、モデ

ルに使用した東西方向の速度構造である。  

 

c) MeSO-net の地震記録における反射波の例 

 P 波の PHS スラブ上面からの反射波を利用した PHS 上面の深度決定の例を図 5（P.70）

に示した。地震イベント 320 の震央は、MeSO-net の北方に位置している（図 3、P.69）。図

5（P.70）はイベント 320 の地震ギャザーを示している。Pg と Sg 波の到達は明瞭に読み取

れる。二次的な P 波のイベントは、Pg の約 1〜1.5 秒後に見られる。この二次的な相は、P

波が PHS 上面で反射した P 波と同定される。これは Pg 波とは異なる曲率を有し、Pg 波に
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比べ非対称である。Pg 波と PphsP 波の到達時間は図 5(P.70)に示した（Δt #1, 2）。これらの

到着時刻の値は、図 5（右下, P.70）に走時曲線として表示した。地震イベント 320 の震源

深さは 25.94 km であり、平均的な速度は 8 km/s である。この二つの到着時刻は PHS 上面

深度が、それぞれ 42 km と 37 km より浅いことを示している。この数値は、従来の推定と

一致する。しかしながら、これらの新しい数値は既存のスラブ形状を改善していく上で重

要である。  

 太平洋プレート上面からの反射の例は図 6（P.71）に示した。PpacP 波の反射波は双曲線

状で Pg 波に対して非対称である。MeSO-net 観測網との形状にもとづいて、これらの反射

波は側方にずれており、この反射面が傾斜していると判断される。この解釈は、波形伝搬

計算によって確認できる。数値計算の波面伝搬のスナップショット（図 7、P.71）では、自

然地震による地震波が PHS、PAC スラブから反射してくる様子が分かる。図 6（P.71）の波

形パネルでは、明瞭に読み取れる三つの Pg 波と PpacP 波の到達時刻(Δt #1, 2, 3) を選び、

自然地震の地震波形ギャザーと走時曲線上にプロットした。三つの到達時刻は、PAC スラ

ブの深さが  ~75、~78 および  ~73 km であることを示している。これら反射点の深度は

Hirose (2012)5)による太平洋プレート上面深度と良く一致する（図 6 右上, P.71）。 

 

d) まとめ 

 図 5（P.70）と 6（P71） に関東地域下で PHS と PAC スラブから反射した地震波形の例

を示した。これらの自然地震の反射波によって、スラブ上面の深さの解釈が可能になる。

MeSO-net で観測された全ての地震波形データは、関東下での多数の反射点の情報を含んで

いる。走時曲線解析は反射面の傾斜や深さ方向の地震波速度の変化を考慮する必要がある。

自然地震を使ったスラブ上面のイメージングは実行可能な課題である。自然地震波形を対

象としてノーマルムーブアウト(NMO) 処理、時間空間からの深度変換処理を実施すること

により、スラブからの反射面のイメージングが可能になる。本研究で行ったスラブ上面形

状の決定は、とくにスラブとスラブが接触している地域で重要である。今後、こうした解

析を多数の観測地震波形に対して行うことにより、より詳細な MeSO-net 下の三次元のプ

レート構造の解明が可能になる。  

 

2) 首都圏の伏在活断層の震源断層モデルの構築  

 関東平野周辺域には、深谷断層・綾瀬川断層といった第四紀後期に活動を繰り返してき

た断層が分布する（活断層研究会，19916））。また、このほかにも関東平野を含む南関東地

域の活構造については、上総層群・下総層群および中期更新世以降の海成・河成段丘面の

分布・編年に基づいた数多くの研究がある（例えば貝塚 , 19877）; 廣内、19998）; 杉山ほか、

1997 9））。Ishiyama et al. (2013) 10）は、近年関東平野で行われてきた大深度地殻構造探査（佐

藤ほか、201011））と周辺地域の新生代層序との対比の結果に基づき、南関東の平野域に分

布する伏在活断層・活構造の深部形状の推定を行なった（図 8、P.72）。本研究では、これ

らの結果に加えて、本プロジェクトを含む近年の成果を加味し、関東平野周辺域の震源断

層モデルを再検討した。  

 大大特・北関東測線の深部構造探査の結果（佐藤ほか，201011））によると、北関東測線

が延びる青梅から春日部にかけての区間では、地下に半地溝構造（ハーフ・グラーベン）
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がいくつか認められる(Ishiyama et al., 2013 10)) （図 9、P.73）。ハーフグラーベンを覆う上

総層群と下総層群は緩い背斜を形成していることから、第四紀中期以降に逆断層として繰

り返し活動したと考えられる。Ishiyama et al. (2013) 10）  では、反射断面の数が限られてい

たため、断層の分布は明らかではなかった。データの量的不足を補うために 2015 年に富士

見市で実施した反射法地震探査によって、北関東測線で見出された反転する半地溝と構造

的に類似した、反転する半地溝構造が見出された（図 10、P.73）。これらのデータから、川

越市から富士見市にかけてほぼ南北に伸びる、西傾斜の伏在逆断層の存在が推定される

（F11）。反射断面と川島コア（会田ほか、199412）; 水野ほか、200513））との対比によれば、

この伏在逆断層の上盤側で上総層群および下総層群が累積的に変形している。また、この

伏在断層に沿っては、武蔵野面に東側低下の撓曲崖地形が断続的に分布しており、伏在断

層の第四紀後期の変位を示す可能性がある。  

  同様に、北関東測線中央部、CMP 番号 900 付近では上総層群相当層が参加する西向きの

撓曲構造が認められ、この地下には西傾斜の伏在逆断層（F12）が伏在すると推定される

（図 11、P.74）。これは再解析した東京都(2003)測線中央部、CMP 番号 1050 付近に存在す

る半地溝構造に連続する可能性がある（図 12、P.74）。ボーリング層序（遠藤ほか、198914））

との対比半地溝構造を形成した西傾斜の逆断層は、狭山丘陵の形成に寄与した可能性があ

る。北関東測線の反射断面では半地溝構造は必ずしも明瞭ではない。しかし、ブーゲー重

力異常の再解析結果から、断層上盤側でこれまで先新第三系基盤岩類の上面と推定してき

た深度以深に低密度層の分布が推定され（佐藤ほか、201415））、これは半地溝充填堆積物の

可能性がある。また、この断層に沿っては金子台や武蔵野面に東側低下の撓曲崖地形が断

続的に分布する。加えて、北関東測線より北には、所沢台・武蔵野面・立川面を変位させ

る撓曲崖地形が岩殿丘陵の東縁部まで断続的に分布しており、これらは伏在断層の第四紀

後期の変位を示す可能性がある。  

 綾瀬川断層については、東傾斜と西傾斜の正断層 2 条が大宮台地の地下に存在し、この

うち西傾斜の正断層が最近の地質時代に逆断層として再活動したものとみられる

（Ishiyama et al., 201310））（図 9、P.73）。この反転構造の直上に分布する大宮台地（下末吉

面相当）で行われたボーリング調査および浅層反射法地震探査から、綾瀬川断層の平均上

下変位速度は 0.07 mm/yr と推定される（Ishiyama et al., 201310））． また、綾瀬川断層と深谷

断層の境界部については、石山ほか（2005）16)や山口ほか（1999）17)などの既存の反射法

地震探査によって、吉見丘陵の東縁部で両者がオーバーラップする構造が見出されており、

これに基づいて断層末端部の位置を推定した。  

 このほか、富士山東麓部を含む神縄・国府津−松田断層帯については、「神縄・国府津−松

田断層帯の重点的な調査観測」（佐藤ほか、2012）18)、立川断層帯については「立川断層帯

の重点的な調査観測」（佐藤ほか、2014）19)の成果に準じて断層面を推定した。  

 以上の結果と、伏在断層によって形成されたと考えられる変動地形の分布に基づき、関

東地域の活断層・活構造についての震源断層モデルを矩形で図示した（表 1、P.67 および

図 8、P.72）．F11 や F12 などは、限られた数の反射断面と、断片的な変位の可能性がある

地形に基づいて推定しており、形状や分布については不確実性が残る。また、地形面の変

位量からは、その多くはいわゆる C 級活断層（活断層研究会、19916））と推定される。そ

の不確実性と低い活動度にも関わらず、これらの構造は首都圏の近傍に位置し、地震防災
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上の重要性は極めて高いと言える。さらに、活動度の低さは、過去の地震活動に関する地

質学的資料を得ることの困難さを意味しており、この点で残された課題は大きい。これら

の伏在断層の性格を明らかにするためは、さらに多くの地下構造断面を取得するとともに、

変位地形についてもより詳細な検討を進めることが重要である。  

 

3) 首都圏下の断層面上のクーロン応力変化  

1)と 2)において首都圏下のプレート境界をマッピングし、伏在断層の形状モデルが得られ

たので、昨年度まで構築してきた有限要素モデルを用いてこれらの弱面におけるクーロン

応力を評価することが可能となった。昨年度までの有限要素モデル構築について手短に振

り返ると、平成 24 年度は現実的な三次元プレート境界形状を取りいれたモデル構築、平成

25 年度は 2011 年東北沖地震（東北地方太平洋沖地震）の地震時変動データのインバージ

ョンによる本震すべり分布の決定、平成 26 年度は地殻内弾性不均質の影響の検討を行い、

昨年度（平成 27 年度）は地震後変動データから粘性構造と余効すべりを決定した。  

最終年度である今年度は、これまでの研究で得られた東北沖地震の本震すべり分布、余効

すべり分布、弾性構造、粘性構造を用いて、地震後の伏在断層におけるクーロン応力の推

移を計算し、これらの断層における地震活動について議論する。  

 

a) 東北沖地震による地殻変動・応力の計算手法  

本研究で用いる有限要素モデルを図 13（P.75）に示す。このモデルは Hashima et al. (2016)20)

と Freed et al. (2016) 21)で用いられたモデルを元にしている。モデル内のプレート境界形状

は Nakajima and Hasegawa (2006)  22), Nakajima et al. (2009)  23), Kita et al. (2010) 24), Hayes et al. 

(2012) 25) などを用いて定めた。日本列島下の弾性構造は地震波トモグラフィーなどにより

求められているが（e.g., Matsubara et al., 200826））、地殻変動に対する効果はほとんど地殻

－マントルの成層構造で代表され、スラブの効果は海底地殻変動に現れることが示されて

いる（Hashima et al., 201620））。そこで本モデルではモデル領域を地殻、マントル、スラブ

の 3 つの領域に分け、剛性率をそれぞれ 44、64、84 GPa とした。ポワソン比は一様に 0.25

とした。粘性構造（マクスウェル粘弾性の粘性率）は昨年度求めた結果を用いた（Freed et 

al., 201621））。ただし、Freed et al. (2016)  21)と本研究モデルの構造の違いから、計算される

余効変動に多少のずれが見られるので、余効変動データを説明できるように粘性構造を求

め直した。求めた粘性構造は、図 14（a）（P.75）に示す通り Freed et al. (2016)  21)の粘性構

造の特徴を保持している。本震すべり、余効すべり分布は Hashima et al. (2016)  20)、Freed et 

al. (2016) 21)のすべりインバージョンの結果を用いた（図 14（b）、図 14（c）、P.75）。この

余効すべり分布は三年間の積算すべりを表している。余効すべりの時間変化については、

GPS データの時系列の関数フィッティング解析の既往研究（Nishimura et al., 201427）; Freed 

et al., 201621); Tobita et al., 201628)）を参考に、余効すべりの効果が指数関数状に減衰し、三

年間の積算すべりが Freed et al. (2016)  21)に一致すると仮定した。Freed et al. (2016)  21)で得

たプレート境界上のある地点における三年間のすべり量をΔx(3)とすると、すべりの時間

変化Δx(t)は以下の式で表される。  

∆𝑥(𝑡) = ∆𝑥(3)
1 − 𝑒−𝑡/𝑏

1 − 𝑒−3/𝑏
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減衰定数 b は Freed et al. (2016)  21)を参考に b = 3 年とした。単純な近似であるため、時間

変化の計算結果は実際の応力変化と数年程度の時間的なずれは起こりうる。しかし、数十

年スケールでの応力変化を概観することは可能である。  

これらの弾性・粘性構造、本震・余効すべり分布をモデルに入力することにより、東北沖

地震後の地殻変動、周囲の応力変化を計算することができる。  

 

 

b) 計算結果 

まず、3 年間の余効変動を計算し、得られた地殻変動を示す（図 15、P.76）。Freed et al. (2016)  

21)に示されている通り、粘弾性緩和の効果は東北地方南部、余効すべりの効果は関東地方

と東北地方北部に相補的に現れる。両者の効果を足し合わせると観測された余効変動を全

域的に説明することができる。10 年後、100 年後の累積地殻変動を図 16（P.76）に示す。

余効すべりの効果は 20 年程度でほぼ消滅し、100 年後では地殻変動はほとんど粘弾性緩和

のみによって引き起こされる。100 年後の変動は太平洋岸では 5 m 以上になり、地震時の

変動と同程度かそれ以上となる。  

有限要素モデルでは上記の変位計算と同時に地下の応力も計算することができる。2 次の

対称テンソルである応力テンソルは 6 つの独立な成分をもつが、これらの成分を用いて、

剪断応力（ミーゼズ応力）𝜎𝑀と等方応力�̅�を以下のように表すことができる。  

σM = √
1

2
[(σ11 − σ22)2 + (σ22 − σ33)2 + (σ33 − σ11)2 + 6(σ12

2 + σ23
2 + σ31

2 )] 

σ̅ =
σ11 + σ22 + σ33

3
 

これら応力成分の地震時、10 年後、100 年後の分布を図 17（P.77）に示した。地震時の応

力変化はすでに Yoshida et al. (2012)  29)などによって示されていて、本研究の地震時の剪断

応力分布もほぼ同じパターンを示す。10 年後には 0.1 MPa の剪断応力変化は西日本や北海

道南部に及び、100 年後には日本海の対岸にも及ぶ。ちなみに、ここで述べた剪断応力（ミ

ーゼズ応力）は絶対値であり、応力の伝播パターンを把握する上での目安とはなるが、実

際の断層が受ける剪断応力そのものではない。断層がうける応力は断層の形状、すべり方

向などの断層面の性質にも依存することに注意が必要である。一方、等方応力は東北地方

で伸張的、その北側と南側で圧縮的になる。伸張的な領域は剪断応力成分ほどではないが

時間と共に大きくなる。このような応力変化のもとで、今年度も 2016 年 11 月 22 日 Mw7.0

福島県沖の地震、2016 年 12 月 28 日の Mw5.9 茨城県北部の地震という正断層型の地震が

発生した。 

以上で示した応力場の情報を用いて、関東地方周辺の弱面のクーロン応力を以下の式によ

って評価することができる：  

∆CFS = 𝜏𝑠 + 𝜇𝜎𝑛 

ここで、𝜏𝑠は断層面にかかる剪断応力、𝜎𝑛は法線応力（伸張方向を正）である。また、𝜇は

摩擦係数であり、ここでは Toda and Stein (2013) 30) に従って𝜇=0.4 とした。図 18（P.78）で

はユーラシア－フィリピン海プレートのプレート境界面におけるプレート相対運動方向の
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クーロン応力変化である。すべり方向はプレート沈み込み方向にとった。クーロン応力は

東北沖地震の最大余震（Mw7.7）に近い銚子沖の地下で大きく、ここを中心に断層運動を

促進する応力が時間とともに広がっている。  

次に、関東地方の伏在断層におけるクーロン応力を図 19（P.79）に示した。先に述べたよ

うに、クーロン応力は応力テンソルの値だけでなく、断層面の向き、すべり方向、摩擦係

数などの断層面の性質にも依存するので、断層ごとに振る舞いが大きく異なりうるが、基

本的に、関東地方は北東または南西傾斜の逆断層が多く、このような断層については東北

沖地震は断層運動を抑制する方向に働く。なぜなら東北沖地震は関東地方においては北東

－南西方向の伸張的な応力場を作り出し、地震後もその応力パターンを保持しつつ増大す

るからである。しかし、例外的に F6、F7、F15、地震後には F9、F16 も断層運動を促進す

る方向にクーロン応力が働いている。これらの断層においては、北東または南西傾斜の逆

断層という上記の特徴から外れている。F6、F7、F9 は傾斜がそれぞれ 70°、70°、60°と

大きく、法線応力増大による強度低下が断層運動促進の原因である。F15、F16 は北西、南

東傾斜であり、これらの断層に対しては、剪断応力が直接断層運動を促進するように働く。

また、同図では横ずれ成分をともなう逆断層の横ずれ方向に対してもクーロン応力を示し

たが、F1 以外の断層においてクーロン応力が増加している。これらの計算結果は、断層運

動が東北沖地震によって駆動される可能性を見積もる際に断層の形状とすべり方向を把握

する必要性を示している。また、アセノスフェアの粘弾性緩和は、基本的に地震時にかか

る応力と同じ方向に働き、断層にかかる応力を増大させる。  

 

（c）結論ならびに今後の課題  

1) 首都圏地震観測網（MeSO-net）で得られた自然地震の後続波を用いて、制御震源に対

して用いられる VSP-CDP 法を適用することにより、首都圏下のプレート境界面などの

マッピングを行い、構造モデルを更新した。本研究では短期間（12 日間）の観測波形

に対して解析を行い、その有効性が示唆された。今後、大量の観測波形データに対して

同様の解析を行うことにより、MeSO-net 観測網下のスラブ上面の詳細な三次元形状を

明らかにすることが可能である。  

2) 首都圏の伏在活断層を制御震源探査に基づいて調査するとともに、活断層等の活構造

の調査を行い、首都圏の三次元的な震源断層モデルを構築した。これらの多くは伏在断

層であり、また首都圏の近傍に位置することから、地震防災上の重要性は極めて高い。

今後は、伏在断層の分布や最近の活動性を解明するために、地下構造調査や古地震・第

四紀地質学的なデータを蓄積する必要がある。  

3) 東北沖地震の地殻変動解析で得られた粘性構造と本震すべり・余効すべり分布を三次

元有限要素モデルに取り込み、2)で得られた関東地方の伏在断層面上でのクーロン応力

変化を評価した。関東地方の伏在断層の多くは北東または南西傾斜の逆断層であり、こ

れらの断層では基本的に断層運動は抑制されるが、その特徴から外れる断層では例外

的に断層運動を促進するように応力が働くことがわかった。この計算結果は断層の形

状とすべり方向を正確に求めることの必要性を示している。本研究で行った計算では、

余効すべりの時間変化の関数に仮定が含まれている。より正確な時間変動を求めるた

めには、累積変動量ではなく地殻変動の時系列全体にモデル計算を合わせる必要があ
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る。また、今後の地震活動評価には、東北沖地震後の余効すべり、粘弾性緩和が支配的

な現在の状態から、プレート間の固着が支配的となる状態への移行に際し、これら断層

にかかる応力がどう変化するかを検討する必要がある。  
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断層番号  名称  傾斜（°） すべり方向  

F1 深谷断層  45 逆断層、左横ずれ成分あり  

F2 綾瀬川断層  45 逆断層  

F3 元荒川断層  45 逆断層  

F4 野田隆起帯  45 逆断層  

F5 （山手台地東縁） 45 逆断層  

F6 箱根ヶ崎断層  70 左横ずれ断層  

F7 （立川断層南部） 70 逆断層、左横ずれ成分あり  

F8 （横浜沖） 45 逆断層  

F9 伊勢原断層  60 逆断層  

F10 高座丘陵南縁  45 逆断層  

F11 武蔵野台地北東縁  45 逆断層  

F12 狭山丘陵東縁  45 逆断層  

F13 松田北断層  45 逆断層、右横ずれ成分あり  

F14 神縄断層  45 逆断層、右横ずれ成分あり  

F15 富士山東縁  30 逆断層  

F16 （鶴川向斜） 45 逆断層  

 

表 1 首都圏に分布する震源断層（図 8、P.72）。（）は上総層群を変形させる断層（図 8

の青い矩形）を、それ以外は下総層群の堆積期ないしは第四紀後期に活動した可能性のあ

る断層（図 8 の赤い矩形）を示す。  
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図 1. 震源と地表の観測点の反射経路の図。既知のパラメータは黒で示した。青色で示

したパラメータは、既知のパラメータから求められた距離や走時である。震源から反射点

に至る下方の経路は、反射点から上方に向かう経路に比べ短く非対称である（青線）。反

射点(xb, zb)は、震央と観測点の地表での距離の中点 (xe/2) ではなく、より震央(x = 0)に近

いことに留意すべきである。  

 

 

 

 

 

図 2 独立型収録機器（GSR-1）の設置の様子。深さ 10km の地震に対する様々な深さの P

波到達時間曲線。P 波速度は 8 km/sec。直達到達時間（Pg）は青線で示し、反射波は赤線

で示す。反射面の深さは 20 から 100 km の深さである。水平距離は、震央から観測点ま

での距離。異なる反射面からの反射波は、水平距離の増大に伴い収斂する。これらの曲線

は実際の地震のデータから反射面の深さを推定する際に有効である。  
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図 3. MeSO-net で観測された本研究で用いた地震。（左）MeSO-net の観測点配置と 2011

年 9 月 4-15 日に観測された近地地震。震源を示す円内の色は深さを表す。観測点は面的

に配置されているが、約半数は 5 つの測線上にある。破線はフィリピン海プレート上面の

深度、実線は Hirose (2012)による太平洋プレート上面の深度。四角は合成観測波形の数値

計算を行った範囲。水色実線は、フィリピン海プレートの北限。星印は、図 5 と 6 に示し

た地震（EQ320、EQ038）の震源。（右）震源分布の断面表示。経線方向（上）と緯線方

向（下）。 

 

 

 

 

 

図 4. 合成波形計算に用いた速度構造モデル。東京湾を横断する P 波および S 波の速度構

造断面。太平洋プレートの形状は、Hirose (2012)による。境界部は厚さ 4 km の周辺より

15%遅い速度で表現した。30〜40 km の深さに位置するフィリピン海プレート上面は地震

研究所による。  
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図 5 フィリピン海プレート上面から自然地震波の反射の例。（左）地震イベント 320（震

央は図 3 参照）による地震波形。6 つのパネルは 4 つの測線（FK, IC, YN, TF）と観測点

群 W（図 3 の水色上向きの三角形）と房総半島沿いの測線 DD（図 3 水色の逆三角形）に

対応する。図中に Pg、Sg、PphsP 波の到達時刻を示す。（右上）フィリピン海プレート上

面の深度を示す反射点の位置。（右下）地震イベント 320 の地震走時曲線。 震源の深さ

25.94 km、平均速度 8 km/sec。表示した二つの Pg-PphsP 到達時刻(Δt #1, 2)は、反射面の

深さを示す。  
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図 6 太平洋プレート上面から自然地震波の反射の例。（左）地震イベント 038（図 3 参照）

による地震波形。パネル配置は図 5 と同じ。Pg、Sg、PpacP の到達時刻が明瞭に現れてい

る。加えて反射波 PphsP も顕著である。（右上）太平洋プレート上面深度に関連した反射

点の位置。（右下）地震イベント 038 の地震走時曲線。震源の深さは 46.95 km。平均速度

は 8 km/sec。表示した三つの Pg-PpacP 到達時刻(Δt #1, 2, 3)は反射面の深さを示す。 

 

 

 

 

図 7 地震イベント 038 の波面伝搬の計算結果。（左）2.60 秒後（右）5.40 秒後の波面伝搬。

震源の深さは 46.95 km（赤星印）。Pg 相は両パネルで明瞭である。PHS スラブ上面での反

射は 2.60 秒のパネル、太平洋プレート上面での反射は 5.40 秒のパネルで明瞭である。  
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図 8 首都圏に分布する震源断層の矩形モデル。黒線は検討した反射測線の位置を示す。

太線は断層面の上端位置を示す。赤い矩形は下総層群の堆積期ないしは第四紀後期に活動

した可能性のある断層、青色は上総層群を変形させる断層を示す。   
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図 9 大大特・北関東測線で見出された、荒川付近の伏在逆断層の構造（Ishiyama et al., 2013）。

断面の縦横比は 1:1。黒実線は先新第三系基盤岩類上面、緑実線は中新統・鮮新統上面、黄

色線は中下部更新統・上総層群の上面を示す。  

 

 

 

 

 

 

図 10 2014 年に実施した武蔵野台地東縁における反射法地震探査で見出された伏在逆断層

の構造。断面の縦横比は 2:1。黒実線は先新第三系基盤岩類上面、緑実線は中新統・鮮新統

上面、黄色線は中下部更新統・上総層群の上面を示す。  
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図 11 大大特・北関東測線で見出された、狭山市付近の伏在逆断層の構造（Ishiyama et 

al., 2013 を改変）。断面の縦横比は 1:1。黒実線は先新第三系基盤岩類上面、緑実線は中

新統・鮮新統上面、黄色線は中下部更新統・上総層群の上面を示す。  

 

 

 

 

 

 

 

図 12 東京都 2003 測線の再解析深度断面図。断面の縦横比は 2:1。黒実線は先新第三系

基盤岩類上面、緑実線は中新統・鮮新統上面、黄色線は中下部更新統・上総層群の上面を

示す。 
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図 13 本研究で用いた有限要素モデル。北西上方から眺めた図。見やすくするために太平

洋（左上）／フィリピン海（右上）／ユーラシア（下）プレート間のプレート境界で分離

して表示。緑色の要素はリソスフェア、白の要素はアセノスフェア、マントルを示す。  

 

 

 

図 14 モデルで用いた構造パラメーター。(a) 粘性構造。(b) 本震時のすべり分布。(c) 余

効すべりの分布。 
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図 15 三年間の地殻変動。(a) 粘弾性緩和による地殻変動。(b) 余効すべりによる地殻変

動。(c) 粘弾性緩和と余効すべりの和。それぞれ赤矢印は計算変位、黒い矢印は観測変位を

表す。 

 

 

 

図 16 10 年後、100 年後の地殻変動。 
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図 17 地震時、10 年後、100 年後の応力場。（左）剪断応力。（右）等方応力。 
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図 18 地震時、10 年後、30 年後、100 年後のプレート境界上におけるクーロン応力変化。

剪断応力はフィリピン海プレートの沈み込み方向に沿って計算した。摩擦係数μは 0.4 と

した。  
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図 19 首都圏下の伏在断層上における地震時、10 年後、30 年後、100 年後のクーロン応力

変化。（右）全ての断層に対するクーロン応力。剪断応力項は表 1 に記載された方向（逆断

層または左横ずれ）に対して計算した。（左）横ずれ成分をともなう逆断層（F1、F7、F13、

F14）における横ずれ運動に対するクーロン応力変化。 


